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はじめに

　憲法・1947 年教育基本法制など戦後日本の教育改革が本格化する以前の 1946（昭和

二十一）年 7 月、戦後日本の新しい社会教育機関が構想された。それが公民館である。本

研究「占領下公民館史研究序説」は、この新しい社会教育機関である「公民館」が、連合

国軍による占領下で、どのような協議を経て、構想化され、普及化され、法制化されていっ

たのかという事実を、歴史的視点から極めて実証的な研究方法で、その全体像の跡づけを

行う研究である。

　本研究「日本文公民館構想案の変遷と J. M. ネルソン」の研究課題は、朱膳寺春三の提

示した「もう一つの次官通牒」に関連して、さらなる占領文書の掘り起こしをしつつ、公

民館の構想化に J. M. ネルソン（John Monninger Nelson）が果たした役割を再度考察す

ることを通して、それらの位置づけを明確化し、以って「公民館構想」の有する価値を再

確認しようとするところにある。

　本論文の研究方法は、占領文書から日本文公民館構想案を掘り起こし、それと実際の次

官通牒及び朱膳寺の提示した「もうひとつの次官通牒」とを提示し、それらをネルソンの

会議記録（Weekly Report, Report of Conference）に見られるネルソンの与えた影響を手

がかりにしながら、比較検討し、それぞれの位置づけや価値について明らかにしていくも

のとする。

　なお、本論文の構成とその概略を以下に示しておくこととする。

　まず、（１）では、朱膳寺が「もう一つの次官通牒」という形で提起した問題をここで

あらためて確認することとする。

　次に、（２）では、占領文書から掘り起こした日本文公民館構想案を判読できる範囲で

全文掲載し、若干の解説を加えることとする。

　最後に、（３）では、（１）及び（２）で示した資料と実際の次官通牒とを、ネルソンの

会議記録を手がかりにしながら、比較・分析し、それぞれの位置づけと価値を明確に示す

こととする。
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⑴　朱膳寺春三提示の「もう一つの次官通牒」

　朱膳寺春三は、その著書『公民館の原点　－その発想から創設まで－』（１）の中で、宮城

県にみられた「もう一つの次官通牒」として、「公民館設置運営ニ関スル件」の存在を紹

介している（２）。この「公民館設置運営ニ関スル件」という公文書は、日本の公民館史を

解明する上で非常に重要な資料である。本論文のもっぱら紙幅の関係で、以下にその貴重

な全文（３）を再録することはできないことはまことに残念である。

　「もう一つの次官通牒」（「原文通牒」、本論文でも、以下、同様に呼ぶこととする）と朱

膳寺の呼ぶこの公文書に関して、朱膳寺は、さまざまな可能性を列挙した最後に、「かり

にも『公民館設置運営ニ関スル件』が、案文であったとしても、次官通牒の成熟過程を解

明する、貴重な文献ではないか（４）」と指摘している。後述するが、朱膳寺のこの認識が

最も当を得たものである。

　宮城県においては、この「公民館設置運営ニ関スル件」が本吉地方事務所長から各町村

長宛に公印を押したかたちで実際に発せられた事実から、朱膳寺が「原文通牒」と呼ぶこ

の文書も一つの完成した公文書であったことは確かである。朱膳寺は、そのことを「原文

要綱（宮城県）は、たとえ、それが案文であったとしても、正式に通牒された形跡がある

こと（５）（カッコ内、原文）」を指摘した上で、その本吉地方事務所長からの文書の元となっ

た資料として、「地発第三九八号／昭和二十一年七月二十五日／内務省地方局長／各地方

長官　殿／公民館設置運営に関する件通牒（６）」という公文書を紹介している。当時の状

況として、公民館に関しては基本的には文部省が全体を掌握していたが、もう一つの可能

性のある経路、内務省経由の通牒の可能性があった指摘に着目しておきたい。

　いずれにしろ、この朱膳寺の紹介した「原文通牒」を本論文で比較・分析する重要な文

書としてまずは認識しておきたい。

⑵　新たな日本文公民館構想案の紹介

　これまでの研究において、公民館構想案（または、文部次官通牒案）は示されていなかっ

た（７）。ところが、占領文書を研究していく中で貴重な公民館構想案が見つかった。以下

に掲載する公民館構想案（８）は、日付が明記されていないことと、最後の部分の印刷状態

が極めて悪いことから判読不可能なことがまことに残念ではあるが、貴重な史料であるの

で、判読可能な範囲で全文を掲載しておく。
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公
民
館
の
設
置
�
營
に
つ
い
て

國
民
の
敎
養
を
髙
め
て
、
�
德
的
知
識
的
並
に
政
治
的
の
水
準
を
引
き
上
げ
、

ま
た
町
村
自
治
體
に
民
主
主
義
の
實
際
的
訓
練
を
與
へ
る
と
共
に
、
科
學
思
想

を
普
及
し
て
、
�
和
產
業
を
振
興
す
る
基
を
築
く
こ
と
は
、
新
日
本
建
設
の
爲

に
最
も
重
�
な
課
題
と
し
て
考
へ
ら
れ
る
が
、
此
の
�
�
に
應
ず
る
爲
に
、
地

方
に
於
て
社
會
敎
育
の
中
樞
機
關
と
し
て
の
�
土
圖
書
館
、
公
會
堂
町
村
民
集

會
所
等
の
設
置
計
畫
が
進
渉
し
、
其
の
實
現
を
見
つ
つ
あ
る
も
の
も
少
く
な
い

事
は
ま
こ
と
に
欣
ば
し
い
事
で
あ
る
。
よ
つ
て
本
省
に
於
て
も
此
の
種
の
計
畫

が
、
全
國
各
町
村
の
自
發
的
な
創
意
努
力
に
よ
つ
て
、
益
々
力
强
く
推
�
さ
れ

る
こ
と
を
希
望
し
、
今
般
凡
そ
別
紙
�
綱
に
基
く
町
村
公
民
館
の
設
置
を
奬
勵

す
る
こ
と
と
な
つ
た
か
ら
、
靑
年
學
校
の
�
營
と
併
行
し
て
、
�
切
な
指
�
奬

勵
を
加
へ
ら
れ
る
樣
、
命
に
依
っ
て
通
牒
す
る
。

　

尙
本
件
に
つ
い
て
は
内
務
省
、
大
藏
省
、
商
工
省
、
農
林
省
及
厚
生
省
に
於

て
諒
解
済
で
あ
る
こ
と
を
附
記
す
る
。

　
　
　
　
　
　
　

公
民
館
設
置
�
營
�
綱

一
、
趣　

旨
�
戰
に
因
る
國
民
の
放
心
虚
脫
状
態
を
脫
却
し
民
主
主
義
的
な
�
和
國

家
を
創
建
す
る
爲
に
は
國
民
の
智
識
敎
養
を
髙
め
其
の
文
化
水
準
を
引

上
げ
以
て
產
業
振
興
の
基
礎
を
培
ふ
と
共
に
政
治
的
訓
練
を
全
ふ
し
て

國
民
各
自
かマ

マ

相
互
に
協
力
提
携
し
新
日
本
建
設
の
責
任
を
自
覺
し
て
其

の
礎
石
と
な
ら
ね
ば
な
ら
ぬ
。

公
民
館
は
町
村
に
於
け
る
文
化
敎
養
機
關
の
中
心
施
設
と
し
て
町
村
公

民
かマ

マ

常
に
會
合
し
談
論
し
讀
書
し
、
相
互
の
啓
發
を
爲
し
、
產
業
上
生

活
上
の
指
�
を
受
け
る
�
で
あ
り
、
又
町
村
民
相
互
の
親
睦
交
友
を
深

め
る
場
�
で
も
あ
る
と
共
に
、
其
の
機
能
は
圖
書
館
、
博
物
館
、
公
會

堂
、
產
業
相
談
�
、
靑
年
團
、
婦
人
會
等
各
種
の
文
化
團
體
の
本
部
の

機
能
を
�
ね
た
綜
合
的
な
町
村
振
興
の
推
�
機
關
で
あ
る
。
此
の
施
設

は
、
專
ら
町
村
民
かマ

マ

其
の
公
民
と
し
て
の
自
覺
に
基
い
て
、
自
主
的
に

維
持
�
營
す
る
も
の
で
、
又
其
の
�
營
は
靑
年
學
校
の
運
營
と
不
離
一

體
の
關
係
に
於
て
爲
さ
る
べ
き
も
の
と
考
へ
ら
れ
る
。

二
、
公
民
館
の
目
的

公
民
館
は
町
村
民
の
智
識
敎
養
を
髙
め
其
の
文
化
的
科
學
的
素
養
を
養

ひ
、
相
互
に
心
身
の
鍛
錬
修
養
を
爲
す
と
共
に
、
相
互
の
親
睦
を
深
め
、

自
治
生
活
の
充
實
を
圖
り
、
各
種
產
業
活
動
振
興
の
基
礎
を
養
ふ
を
以

て
目
的
と
す
る
。

三
、
公
民
館
�
營
上
の
方
針

（
一
） 

公
民
館
は
町
村
民
の
相
互
啓
發
に
依
り
、
其
の
敎
養
文
化
のマ

マ

髙
め
る
爲

の
機
關
で
あ
る
か
ら
、
町
村
民
が
�
ん
で
敎
を
受
け
樂
し
ん
で
之
を
活

用
す
る
樣
に
、
努
め
て
設
備
を
充
實
し
町
村
民
に
と
つ
て
有
難
い
便
利

な
施
設
と
し
て
感
謝
さ
れ
る
樣
に
�
營
さ
る
べ
き
で
あ
る
。

（
二
） 
公
民
館
は
同
時
に
町
村
民
の
親
睦
交
友
を
深
め
、
相
互
の
協
力
和
合
を

培
ひ
、
以
て
町
村
自
治
向
上
の
基
礎
と
な
る
べ
き
機
關
で
あ
る
か
ら
、

成
る
べ
く
堅
苦
し
い
窮
屈
な
場
�
で
な
く
、
明
朗
な
樂
し
い
場
�
と
す
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る
様
に
�
營
さ
る
べ
き
で
あ
る
。

（
三
） 
公
民
館
は
亦
新
日
本
建
設
の
推
�
力
と
な
る
べ
き
靑
年
層
かマ

マ

中
心
と
な

つ
て
少
年
層
を
�
き
、
壯
年
層
と
協
力
し
、
自
ら
修
養
す
る
と
共
に
相

互
に
人
格
るマ

マ

磨
き
合
ふ
機
關
で
あ
る
か
ら
、
靑
年
學
校
の
�
營
と
不
離

一
體
の
關
係
に
於
て
�
營
さ
る
べ
き
で
あ
る
。

（
四
） 

公
民
館
は
其
の
町
村
の
特
殊
性
、
町
村
民
の
生
活
狀
態
等
に
應
じ
、
又

町
村
民
の
希
望
欲
求
を
容
れ
て
、
努
め
て
民
主
的
に
又
劃
一
的
で
な
く

�
應
性
あ
り
融
�
性
あ
る
�
營
かマ

マ

爲
さ
る
べ
き
で
あ
る
。

（
五
） 

公
民
館
は
町
村
民
の
敎
養
文
化
を
基
礎
と
し
て
產
業
活
動
振
興
の
原
動

力
と
な
る
べ
き
機
關
で
あ
る
か
ら
、
町
村
民
に
於
け
る
各
種
の
敎
化マ

マ

活

動
と
產
業
指
�
の
活
動
かマ

マ

綜
合
的
に
推
�
さ
れ
る
樣
、
町
村
内
の
各
種

機
關
の
幹
部
や
民
間
有
識
者
の
全
面
的
協
力
を
得
て
綜
合
的
な
�
營
かマ

マ

爲
さ
る
べ
き
で
あ
る
。

（
六
） 

公
民
館
は
謂
は
ば
町
村
民
の
民
主
主
義
的
な
訓
練
の
實
習
場
で
あ
る
か

ら
、
館
内
に
於
て
は
性
別
、
老
若
貧
富
等
で
差
別
待
�
す
る
や
う
な
こ

と
な
く
、
お
互
の
人
格
を
�
重
し
合
ひ
、
自
由
に
討
議
し
談
論
し
て
、

お
互
に
自
分
の
意
見
は
率
直
に
表
明
し
、
又
他
人
の
意
見
は
素
直
に
傾

聽
す
る
習
慣
を
養
ふ
樣
な
場
�
と
な
る
樣
に
�
營
さ
る
べ
き
で
あ
る
。

（
七
） 

公
民
館
は
又
中
央
の
文
化
と
地
方
の
文
化
と
かマ

マ

接
觸
交
流
す
る
場
�
で

あ
る
か
ら
、
�
ん
で
中
央
講
師
を
招
聘
し
て
意
見
を
聞
く
と
共
に
、
地

方
の
事
情
を
よ
く
說
明
し
て
諒
解
し
て
貰
ひ
、
中
央
の
人
と
地
方
の
人

と
の
思
想
上
の
距マ

マ

りマ
マ

を
な
く
し
て
、
日
本
中
の
人
かマ

マ

仲
良
く
日
本
の
再

建
に
協
力
す
る
原
動
力
と
な
る
樣
に
�
營
さ
る
べ
き
で
あ
る
。

四
、
公
民
館
の
設
置

（
一
） 

旣
設
の
靑
年
學
校
校
舍
に
併
設
し
て
施
設
す
る
を
原
則
と
し
、
獨
立
靑

年
學
校
校
舍
の
な
い
場
合
は
、
國
民
學
校
に
併
設
す
る
な
り
、
又
は
旣

設
の
�
場
、
公
會
堂
、
寺
院
其
の
他
�
當
な
旣
設
建
物
を
活
用
し
て
設

置
す
る
こ
と
。
學
校
以
外
に
圖
書
館
、
博
物
館
、
�
土
館
等
かマ
マ

あ
れ
ば

之
を
公
民
館
に
併
合
し
又
は
之
を
公
民
館
の
分
館
と
し
て
活
用
す
る
樣

に
す
る
こ
と
。
私
立
に
係
る
各
種
の
施
設
で
協
議
の
上
公
民
館
に
併
合

し
得
る
も
の
は
之
を
併
合
す
る
こ
と
。

（
二
） 

靑
年
學
校
かマ

マ

町
村
組
合
立
と
な
つ
て
居
る
場
合
は
、
此
の
機
會
に
成
る

べ
く
各
町
村
に
於
て
獨
立
校
舍
を
持
つ
た
町
村
立
靑
年
學
校
を
持
つ
樣

に
し
、
公
民
館
を
之
に
併
設
す
る
こ
と
。

（
三
） 

公
民
館
は
町
村
中
心
地
區
に
一
けマ

マ

�
設
け
る
外
、
出
來
得
れ
ば
各
部
落

に
分
館
を
設
け
る
こ
と
。

五
、
公
民
館
の
管
理
及
�
營

（
一
） 

公
民
館
は
町
村
立
と
し
、
其
の
管
理
者
は
町
村
長
と
す
る
こ
と
。

（
二
） 

公
民
館
は
町
村
民
自
身
が
自
主
的
に
其
の
必
�
を
感
じ
て
自
治
的
に
設

置
す
べ
き
も
の
で
あ
る
か
ら
、
町
村
の
自
治
財
政
力
に
依
つ
て
、
一
般

町
村
費
及
寄
附
金
に
依
つ
て
之
を
維
持
經
理
す
る
こ
と
を
原
則
と
す
る

こ
と
、マ

マ

農
業
會
、
農
事
實
行
組
合
其
の
他
の
產
業
團
體
等
の
資
金
で

公
民
館
の
�
營
上
活
用
し
得
る
も
の
が
あ
れ
ば
協
議
の
上
補
助
金
と
し

て
之
を
受
け
有
用
に
活
用
す
る
�
を
講
ず
る
こ
と
。

（
三
） 

公
民
館
の
管
理
及
�
營
の
爲
に
必
�
と
思
は
れ
る
と
き
は
、
左
の
二
つ

の
機
關
を
作
つ
て
努
め
て
民
主
的
に
之
を
�
營
す
る
こ
と
。

イ
、
公
民
館
維
持
會

ロ
、
公
民
館
�
營
委
員
會

（
四
） 
公
民
館
維
持
會
は
公
民
館
の
設
置
�
營
に
熱
意
あ
る
特マ

マ

志
者
、
公
民
館

と
關
係
の
深
い
町
村
幹
部
、
各
種
文
化
團
體
、
產
業
團
體
の
幹
部
等
を

以
て
組
織
し
、
公
民
館
�
營
に
關
し
必
�
な
助
言
を
爲
す
と
共
に
、
公

民
館
に
對
す
る
自
主
的
な
維
持
後
援
を
爲
す
も
の
で
あ
る
こ
と
。
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（
五
） 

公
民
館
�
營
委
員
會
は
公
民
館
維
持
會
員
の
中
か
ら
�
擧
さ
れ
た
委
員

（
凡
そ
三
人
乃
至
八
人
位
かマ

マ

�
當
と
思
は
れ
、
其
の
中
に
敎
育
者
及
婦

人
を
含
む
こ
と
が
望
ま
し
い
）
を
以
て
組
織
し
、
公
民
館
の
�
營
に
關

す
る
計
畫
や
具
體
的
方
法
に
つ
い
て
協
議
し
、
町
村
自
治
體
と
公
民
館

維
持
會
と
の
連
絡
調
整
に
當
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

（
六
） 

公
民
館
長
は
公
民
館
�
營
委
員
の
互
�
に
よ
る
か
、
或
は
公
民
館
�
營

委
員
會
の
推
薦
に
よ
つ
て
町
村
長
か
ら
之
を
囑
託
す
る
こ
と
。
靑
年
學

校
長
が
公
民
館
長
を
�
務
す
れ
ば
好
成
績
を
あ
げ
易
い
と
思
ふ
かマ

マ

、
必

ず
し
も
そ
の
必
�
は
な
く
、
土
地
の
名
望
家
や
特
に
人
望
の
あ
る
文
化

人
で
�
任
者
かマ

マ

あ
れ
ば
專
任
館
長
と
し
て
之
を
�
へ
て
差
支
へ
な
い
こ

と
。

（
七
） 

公
民
館
の
職
員
の
�
任
及
其
の
待
�
等
も
館
長
の
具
申
に

よ
り
公
民
館
�
營
委
員
會
で
之
を
決
定
し
町
村
長
かマ

マ

之
を 

囑
託
す
る
こ
と
、
主
と
し
て
靑
年
學
校
敎
員
及
國
民
學
校
敎
員
が
�
務

す
べ
き
で
あ
る
が
財
政
に
餘
祐
の
あ
る
限
り
出
來
る
だ
け
多
く
の
練
�

堪
能
な
實
力
あ
る
人
材
を
囑
託
す
る
こ
と
。

（
八
） 

公
民
館
の
�
營
に
は
町
村
民
全
體
の
支
持
と
協
力
かマ

マ

必
�
で
あ
る
の
は

勿
論
で
あ
る
かマ

マ

特
に
歸
省
し
て
ゐ
る
大
學
、
髙
等
專
門
學
校
の
學
生
や

旅
行
滞
在
中
の
中
央
の
文
化
人
な
ど
の
協
力
を
求
め
、
あ
ら
ゆ
る
機
會

に
相
提
携
し
て
相
互
の
啓
蒙
に
努
め
る
こ
と
。

六
、
公
民
館
の
編
成
及
設
備

公
民
館
の
編
成
及
設
備
は
其
の
町
村
の
特
殊
性
や
町
村
民
の
�
望
に
應

じ
、
又
資
金
や
資
材
の
充
足
事
情
に
依
つ
て
、
必
ず
し
も
劃
一
的
に
す

る
必
�
は
な
く
、
努
め
て
融
�
性
の
あ
る
も
の
と
す
べ
き
で
あ
る
かマ

マ

、

一
應
公
民
館
の
理
想
的
な
形
態
と
し
て
左
の
様
な
も
の
かマ

マ

考
へ
ら
れ
る
。

（
一
）
公
民
館
に
左
の
部
を
置
き
、
各
部
に
主
事
を
配
置
し
て
其
の
活
發
な
�

營
を
擔
当
せ
し
む
る
こ
と

１
、
敎
養
部

２
、
圖
書
部

３
、
產
業
部

４
、
集
會
部

（
二
）
公
民
館
に
は
其
の
規
模
に
應
じ
成
る
べ
く
左
の
施
設
を
爲
す
こ
と
。

１
、
敎
室

２
、
談
話
室

３
、
講
堂

４
、
圖
書
室

５
、
陳
列
室

６
、
作
業
室

７
、
娛
樂
室

８
、
宿
泊
室

９
、
�
動
場

右
の
施
設
は
靑
年
學
校
の
施
設
と
共
用
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
三
）
公
民
館
に
は
成
る
べ
く
左
の
器
具
及
圖
書
を
備
へ
る
こ
と

１
、
映
冩
機

２
、
幻
燈
機

３
、
ラ
ジ
オ
受
信
機

４
、 

製
粉
機
、
脫
穀
機
、
電
氣
器
具
修
理
器
具
其
の
他
產
業
指
�
に

必
�
な
器
具
（
農
村
、
山
村
、
漁
村
、
工
業
地
等
町
村
民
の
生

活
業
態
に
應
じ
必
�
な
產
業
指
�
用
器
具
）

５
、
各
種
敎
養
圖
書

６
、
各
種
新
聞
及
雜
誌

７
、
蓄
�
機
、
樂
器
其
の
他
の
娛
樂
器
具

８
、
各
種
�
動
器
具
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七
、
公
民
館
の
事
業

（
一
）
敎
養
部

１
、 

敎
養
部
に
は
常
時
左
の
學
級
を
置
き
靑
年
團
、
婦
人
會
等
を
中

心
と
し
て
男
女
受
講
生
を
募
集
し
て
一
般
敎
養
に
必
�
な
學
科

を
授
け
、
社
會
生
活
の
實
際
に
卽
し
、
善
良
な
社
會
人
と
し
て

の
資
質
を
養
成
せ
し
む
る
こ
と
。

イ
、
成
人
學
級

ロ
、
婦
人
學
級
（
又
は
母
親
學
級
）

２
、 

成
人
學
級
は
靑
年
學
校
卒
業
者
其
の
他
一
般
成
人
の
受
講
生
を

以
て
編
成
し
、
左
の
敎
育
を
爲
す
こ
と
。

イ
、
時
事
問
題
、
公
民
常
識
、
社
會
�
德
に
關
す
る
敎
育

ロ
、
產
業
指
�
の
基
礎
と
な
る
べ
き
科
學
敎
育

３
、 

婦
人
學
級
は
女
子
靑
年
學
校
卒
業
者
其
の
他
一
般
成
人
女
子
の

受
講
生
を
以
て
編
成
し
、
左
の
敎
育
を
爲
す
こ
と
。

イ
、 

婦
人
に
必
�
な
る
時
事
問
題
、
公
民
常
識
、
社
會
�
德
に
關

す
る
敎
育

ロ
、
家
庭
生
活
の
科
學
化
に
必
�
な
敎
育

ハ
、
家
政
、
育
兒
、
家
庭
衛
生
、
裁
縫
等
に
關
す
る
敎
育

４
、 

敎
養
部
の
敎
育
に
於
て
は
社
會
人
と
し
て
の
相
互
啓
發
の
爲
、

常
に
研
究
會
、
討
論
會
、
懇
親
會
等
を
開
催
し
、
又
健
全
な
娛

樂
（
映
畫
、
演
劇
、
�
樂
）
等
を
提
供
し
て
、
樂
し
み
つ
つ
學

ぶ
の
體
制
に
於
て
智
識
敎
養
の
向
上
を
圖
る
こ
と
。

５
、 

敎
養
部
の
講
座
は
專
任
主
事
に
於
て
日
程
及
講
座
豫
定
を
定
め
、

恒
久
的
に
開
講
す
る
こ
と
と
し
、
其
の
敎
育
は
專
任
主
事
が
之

を
擔
當
す
る
外
、
町
村
指
�
者
各
種
團
體
幹
部
、
中
央
招
聘
講

師
等
�
當
な
部
外
講
師
の
協
力
を
求
む
る
こ
と

（
二
）
圖
書
部

１
、 

圖
書
部
に
於
て
は
敎
養
圖
書
、
各
種
科
學
雜
誌
等
を
購
入
し
、

閱
覧
室
を
設
け
て
一
般
町
村
民
の
閱
覧
に
供
す
る
こ
と
。

２
、 

圖
書
部
の
圖
書
は
之
を
積
極
的
に
貸
出
を
行
ひ
又
讀
書
會
を
開

催
し
て
、
部
落
に
出
張
指
�
を
行
ふ
こ
と

３
、 

�
土
生
活
の
向
上
に
必
�
な
�
土
史
料
、
町
村
政
に
關
す
る
各

種
圖
表
、
圖
書
其
の
他
の
資
料
を
陳
列
し
閱
覧
に
供
す
る
こ
と
。

４
、 

圖
書
部
專
任
主
事
は
圖
書
の
購
入
、
保
管
、
貸
出
、
讀
書
指
�

を
擔
當
す
る
こ
と

（
三
）
產
業
部

１
、 

產
業
部
に
於
て
は
町
村
民
に
對
す
る
各
種
產
業
の
科
學
的
指
�

を
擔
當
す
る
も
の
と
し
、
之
に
必
�
な
各
種
器
具
機
械
に
依
り

實
物
敎
育
を
行
ふ
と
共
に
、
一
般
町
村
民
の
利
用
に
供
す
る
こ
と
。

２
、 

產
業
敎
育
の
爲
め
必
�
あ
る
場
合
は
各
種
小
工
場
を
附
設
し
、

例
え
ば
製
粉
事
業
、
食
糧
品
加
工
、
ホ
ー
ム
ス
パ
ン
、
鞣
皮
藁

工
品
、
肥
料
生
產
、
民
藝
品
製
造
、
自
轉
車
修
理
等
の
工
場
を

經
營
す
る
こ
と
。

３
、 

町
村
生
活
の
科
學
化
、
合
理
化
の
爲
出
張
指
�
を
行
ふ
こ
と
。

４
、 

產
業
振
興
に
必
�
な
各
種
資
料
を
整
備
し
、
之
を
陳
列
觀
覧
に

供
す
る
こ
と

５
、 

產
業
部
專
任
主
事
は
科
學
的
知
識
技
能
者
かマ

マ

之
に
當
り
、
右
各

項
の
指
�
を
擔
當
す
る
こ
と
。

〈
以
下
、
印
刷
不
鮮
明
に
て
、
判
読
で
き
ず
〉
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　詳細は次章で検討していくが、（１）で示したいわゆる「原文通牒」と比較しても、そ

れに修正を加えて作成された（公民館構想）「案」（以下、本論文において「案」と呼ぶ）

であることは明確である。

　また、「公民館設置運営について（９）」（「次官通牒」、以下、本論文において「次官通牒」

と呼ぶ）と比較をすれば、この「案」に修正を加えたものが公民館構想（「次官通牒」の「公

民館設置運営の要綱」）となっていくことも明確である。

　以上の「公民館設置運営ニ関スル件」とこの章で公開した「案」と「次官通牒」とを次

章で比較検討することによって、日本文公民館構想案の検討過程で懸案となっていた問題

点を指摘しつつ、「次官通牒」の「公民館設置運営の要綱」（公民館構想）の有する価値を

具体的に示していくものとする。

⑶　日本文公民館構想案の比較・検討

　①公民館構想案のそれぞれの位置づけ

　いままで見てきたそれぞれの案を比較してみる。まずは、いわゆる「原文通牒」と「案」

それぞれの持つ位置づけを考察していく。

　1）前記（１）の「原文通牒」と（２）の「案」とを比較してみるとき、「案」の「公民

館設置�營�綱」のうち、「一、趣旨」、「二、公民館の目的」は、字句の若干の修正はあ

るものの、ほぼ「原文通牒」の「一、趣旨」、「二、公民館ノ目的」と同じ内容である。

　次に、「案」の「三、公民館�營上の方針」については、（一）～（五）までで「原文通

牒」の内容を踏襲し、そこに（六）と（七）を新たに付け加えている。

　そして、「案」の「四、公民館の設置」と「五、公民館の管理及�營」については、「原

文通牒」の「四、公民館ノ設置及管理」を分割したものである。そのうち、「案」の「四、

公民館の設置」の（一）～（三）までは「原文通牒」の「四」の（一）～（三）をほぼそ

のまま踏襲している。次に「案」の「五、公民館の管理及�營」に関しては、（一）、（二）

と（三）～（八）までは様相を異にし、（一）、（二）は「原文通牒」の「四」の（四）（五）

をほぼそのまま踏襲しているのに対して、「原文通牒」の「四」の（六）～（八）が全面

的に書き換えられて、「案」の「五、公民館の管理及運營」の（三）～（八）が示されている。

　以上の比較より、「案」は「原文通牒」に修正を加えた公民館構想案、換言すれば「案」

の元となった原案が「原文通牒」であるという結論が得られる。

　2）次に、「案」と成文化された「次官通牒」との比較をしていく。

　「案」のいわゆる依命通牒文は、そのまま「次官通牒」の依命通牒文として使用されている。

　「次官通牒」の「一、公民館の趣旨及目的」と表題が示されているのは、「案」の「一、趣旨」

と「二、公民館の目的」を統合したからと考えられ、大筋は変わらないが、より町村民自

身に親しみやすい文章に書き換えられている。

　「案」の「三、公民館�營上の方針」は（一）、（二）が踏襲されて「次官通牒」の「二、
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公民館運営上の方針」の（一）、（二）となり、「案」の「三」の（五）～（七）は文面の

修正を伴いながらも「次官通牒」の「二」の（三）～（五）として引き継がれ、「案」の「三」

の（三）及び（四）は文面の修正をされた上で順位も下げられて「次官通牒」の「二」の

（六）及び（七）へと引き継がれている。

　「案」の「四、公民館の設置」と「五、公民館の管理及�營」は基本的には大幅に修正

されて「次官通牒」の「三、公民館の設置及管理」と「四、公民館の維持及�営」に書き

換えられているが、「案」の「四」の（三）はそのまま「次官通牒」の「三」の（三）に、「案」

の「五」の（一）は表現を変えて「次官通牒」の「三」の（四）に引き継がれている。

　以上の比較より、「案」は重要な修正を加えられて「次官通牒」へと成文化されていく

公民館構想の審議過程の重要な公民館構想案であるという結論が得られる。

　3）ここでこれまでの研究を参照しながら「原文通牒」と「案」の位置づけを考察してみる。

　まず想起すべきは、かつて筆者が「公民館構想の飛躍的展開（10）」と表現した 1946（昭

和二十一）年 5 月 16 日の会議である（11）。その会議で問題とされた点は、第一に公民館を

青年学校に附設することに反対の意見が出されたことであり、第二に青年学校長も町村長

も公民館長になることは必ずしも妨げないが、好ましくないことが指摘されたことであり、

第三にネルソンが公選制の公民館委員会を提案したことである。「原文通牒」から「案」 

へ、そして「次官通牒」へと修正されていった主要な点は、まさにこれらの修正提案だっ

たのである。

　さらに、先の会議では、「その構想は、一般の人々が理解するのに十分に簡潔な言葉で

再び書き直されるべきだと示唆され（12）」ている点に注目するならば、カタカナ標記で当

時の常識的な通牒の文体で書かれている「原文通牒」がこの会議で検討された公民館構想

案であり、その後に書き直された公民館構想案が「案」であると考えることができる。

　そして、1946 年 6 月１日の会議で「文部省公民館構想は一文一文よく調べられ、徹底

的に議論された。寺中氏は、最終承認のための構想を提出する前に、必要な変更を行う（13）」

とされているが、このとき検討されていたのが、「案」にあたる公民館構想案であり、同

年 6 月 12 日の会議で「ほとんどの意見の相違は取り除かれ、構想は次週承認を求めて用

意されなければならない（14）」とあり、修正を受けるのが「案」にあたる公民館構想案で、

修正後に提出されるのが「次官通牒」の「公民館設置運営の要綱」もしくはそれに極めて

近い公民館構想案である。

　英文公民館構想案を見てみると、1946 年 6 月 18 日付けの英文公民館構想案（15）はほと

んど 1946 年 7 月 1 日付けの最終承認された英文公民館構想案（16）に近いため、6 月 18 日

までには「案」は修正され、最終形態の「次官通牒」の「公民館設置運営の要綱」に極め

て近いものに至ると考えられる。

　なお、「原文通牒」は宮城県に実際に発せられている公文書にもなったことを考え合わ

せれば、文部省公民館構想案の完成形であったと考えるのが自然で、1946 年 5 月 2 日に
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初めてネルソンに提出された最初の公民館構想案（17）であった可能性が高い。

　②日本文公民館構想変遷の焦点＜１＞青年学校問題

　先に見たように、公民館構想検討過程で大きな問題となっていたのが、公民館と青年学

校の関連の問題であった。

　1）「原文通牒」の段階では、公民館を「既設ノ青年学校ニ併設シテ施設スルヲ原則トシ」

（「原文通牒」の「四、公民館ノ設置及運営」の（一））ていた。

　また、同じく「公民館ノ館長ハ青年学校長ヲシテ兼務セシムルヲ原則トスル」（「原文通

牒」の「四、公民館ノ設置及運営」の（六））こととなっていた。

　さらに、「公民館ノ職員ハ公民館主事ト呼ビ青年学校職員ヲシテ之ヲ兼務サセル」（「原

文通牒」の「四、公民館ノ設置及運営」の（八））とされ、公民館の施設についても「右

ノ施設ハ青年学校ノ施設と共用スル」（「原文通牒」の「五、公民館ノ編成及設備」の（二））

ものとされていた。

　つまり、公民館と青年学校の関連の問題は、文字通り「其ノ運営ハ青年学校ノ運営ト不

離一体ノ関係ニ於テ為サレルベキモノデアル」（「原文通牒」の「一、趣旨」の最後）と文

部省によって構想されていたのである。

　2）ところが、先にも見たように、1946 年 5 月 16 日の文部省社会教育局とネルソンと

の会議で、「そうした機関（公民館、筆者）を青年学校に附設するという考えに不賛成の

意が表せ」られ、また、同じ会議で、「青年学校長も町村長も必ずしも公民館長になるべ

きではないことが指摘（18）」されている。ネルソンは公民館の運営を青年学校と不離一体

のものとして行うという公民館構想に修正を加えるべきであると考えていたのである。

　3）これを受けて、「案」の段階では、まず「公民館長は公民館�營委員の互�によるか、

或は公民館�營委員會の推薦によつて町村長から之を囑託すること」（「案」の「五、公民

館の管理及�營」の（六））を原則としたが、引き続いて「靑年學校長か
ママ

館長を兼務すれ

ば好成績をあげ易いと思うか
ママ

必ずしもその必�はなく」（同）という文部省としては青年

学校長に公民館長を兼務させたいがそれを曖昧に表現する形をとっているところが象徴的

である。さらに、「公民館の職員の�任及其の待遇等も館長の具申により公民館�營委員

會で之を決定し町村長が之を囑託すること、主として靑年學敎教員及國民學校敎員が�務

すべきである」（「案」の「五、公民館の管理及�營」の（七））とされた。

　それに比して、公民館の施設に関しては、「旣設の靑年學校校舍に併設して施設するを

原則として」（「案」の「四、公民館の設置」の（一））という表現のままで変更されてい

ない。さらに、個々の施設についても、「右の施設は靑年學校の施設と共用する」（「案」

の「六、公民館の編成及施設」の（二））という表現のままで変更されていない。

　4）こうしたさらに修正を要するとネルソンらが考える協議を 1946 年 6 月 1 日（19）や同

年 6 月 5 日（20）などに重ねて、同年 6 月 12 日（21）に合意に至り、公民館構想が完成を見る
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のである。

　5）念のために確認しておけば、完成した「公民館設置運営の要綱」つまり公民館構想

では、「公民館の設置は各町村に於て各々その町村の必要とするところに基いて自ら企画

立案するのを原則とする」（「次官通牒」の「三、公民館の設置及管理」の（一））という

文言を枕としながら、「公民館の為に建築を起すことは困難であるから成るべく町村中心

地区に在る最も適当な既設建物例えば青年学校又は国民学校の校舎或いは既存の道場、公

会堂、寺院、工場宿舎、其の他適当な既設建物を選んで施設すること」（「次官通牒」の「三、

公民館の設置及管理」の（二））という構想となり、青年学校への公民館の併設はあくま

で例示の一つにすぎない構想へと発展しているのである。なお、公民館の各々の施設に関

しても「之れらの施設は公民館を併設した建物（学校、公会堂）の之らの施設と共用する」

（「次官通牒」の「五、公民館の編成及設備」の（二））と青年学校と切り離された。

　また、公民館長に関しては、「公民館長は公民館委員会から選任され其の推薦によつて

町村長が嘱託すること」（「次官通牒」の「四、公民館の維持及運営」の（五））と明言され、

青年学校長との関連は全く断ち切られた構想へと発展しているのである。さらに「公民館

には専属又は兼任の職員を置いて公民館運営の仕事を担当させること。公民館職員は主事

と呼び、館長が公民館委員会の意見に依つて選定し、町村長が之を嘱託すること。主とし

て青年学校教職員及国民学校教員を兼務させるのはよいが、財政に余裕ある限り出来るだ

け多くの練達堪能な実力ある人材を専任に嘱託するようにすること」（「次官通牒」の「四、

公民館の維持及運営」の（六））と発展的に確定された。

　③日本文公民館構想変遷の焦点＜２＞公民館委員会問題

　1）公民館構想の完成過程すなわち日本文公民館構想変遷の過程で最も重要な焦点は、「公

民館委員会」の誕生である。「町村会議員の選挙の方法に準じ全町村民の選挙によって選

出するのを原則とする」（「次官通牒」の「四、公民館の維持及運営」の（三））公民館委

員会は、「公民館運営に関する計画や具体的方法を決定し、町村当局や公民館維持会と折

衝して公民館運営に関する必要な経費を調達経理し、又町村内の産業団体文化団体との間

の連絡調整に当る」（「次官通牒」の「四、公民館の維持及運営」の（四））民主主義と地

方分権とを体現する公民館の最高機関であり、公民館長に関しても「公民館長は公民館委

員会から選任され其の推薦によって町村長が嘱託する」とされており、まさに最高機関と

して公民館委員会は完成した公民館構想で構想されたのである。それはこれまでの社会教

育研究の中でも白眉とまで評されるものであることはよく知られている（22）。

　2）しかし、上記のような「公民館委員会」は「原文通牒」から見られたものではなかっ

た。「原文通牒」にも「公民館運営委員会」なるものが構想はされているが、それは青年

学校長が兼務する公民館長の次に位置づけられ、しかも社会教育委員をそのまま委嘱する

という位置づけのものであった。具体的には、「公民館ノ綜合的運営ノ為ニ公民館運営委
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員ヲ設ケ其ノ委員ニハ町村ノ社会教育委員ヲ其ノ儘委嘱スル外青年団婦人会、女子青年団

其ノ他文化団体ヲ加ヘル等全町村的ナ組織トスルコト」（「原文通牒」の「四、公民館ノ設

置及管理」の（七））と記されているだけであった。

　3）そこに先にも見た 1946 年 5 月 16 日の会議で息吹が吹き込まれるのであり、「むしろ、

構想が町村長に提出され、選挙された町村議会の助言にもとづいて、公民館委員会を選挙

するために、地域選挙が行われるべきであるように思われよう。その委員会は館長を任命

し、それがふさわしいと思われるほど大きな諮問委員会（advisory committee）となるべ

きである（23）」という示唆の下で協議が大きく進展していくのである。

　4）ところが、先の会議を受けて示されたと思われる「案」では、未だ十分な発展を見

せてはいなかった。「案」では、まず「公民館の管理及�營の為に必�と思われるときは、

左の二つの機關を作つて努めて民主的に之を�營すること」（「案」の「五、公民館の管理

及�營」の（三））として、まずは「イ、公民館維持會」を設定し、次に「ロ、公民館�

營委員會」を設定した。そして「公民館維持會は、公民館の設置�營に熱意のある特
ママ

志者、

公民館と関係の深い町村幹部、各種文化團體、產業團體の幹部等を以て組織し、公民館に

關し必�な助言を為すと共に、公民館に対する自主的な維持後援を爲すものであること」

（「案」の「五、公民館の管理及�營」の（四））という公民館運営委員会に冠する機関を

前提に置いた上で、「公民館�營委員會は、公民館維持會員の中から�擧された委員（凡

そ三人乃至八人位か
ママ

�當と思はれ、其の中に敎育者及婦人を含むことか
ママ

望ましい）を以て

組織し、公民館の�營に關する計畫や具體的方法について協議し、町村自治體と公民館維

持會との間の連絡調整に當るものであること（カッコ内、原文）」（「案」の「五、公民館

の管理及�營」の（五））という構想が示されたのである。この案は、過渡的な草案とし

てはいくつかの興味深い記述を含んではいるものの、先の 1946 年 5 月 16 日の提起（24）に

十分に応えうるものではなかった。

　5）これらを踏まえて、1946 年 5 月 19 日の会議では、「『公民館』構想の修正に関して

文部省の寺中氏との会議が開かれた。それは民主的方法で官僚を教育することを意味した
（25）」と報告されるような協議を経て、先にも見た同年 6 月 1 日の会議（26）に至る。さらに

同年 6 月 5 日には「社会教育局佐藤氏の要請で、民主的教育の原理を議論するために、教

育使節団報告書のその部分のいくつかを明らかにする手助けをするよう、当担当官（ネ 

ルソン、筆者）は上述の人々と会合をした。会議は 4 時間続き、大学セミナー・ミーティ

ングのように大いに進められた。文部省は、民主的な方法で会議を進めたとはいえ、当担

当官は、民主主義原理の理解が必要であると感じた（27）」と報告されているように、民主

主義をめぐる協議が大いに進められていく中で公民館構想は描きなおされ、先にも見た同

年 6 月 12 日の会議（28）に至って根本的な合意に至り、この項の最初に見た完成形へと結

実するのである。
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　このようにして日本側と連合国軍側とで入念に協議をかさねて完成していった公民館構

想は、その公民館委員会という生命線を中心に、戦後日本の地域社会、社会教育の創造と

いう重責を担った、民主主義と地方分権を根付かせる可能態として練り上げられ誕生して

いったのである。ここに、完成した公民館構想の教育的価値が極めて高いものであること

が確認できる。

おわりに

　当初、本論文の副題は、「朱膳寺春三『二つの次官通牒』の問題提起に迫る」としていた。

論文としての体裁を考慮して「日本文公民館構想案の変遷と J. M. ネルソン」と本文にあ

る通りに切り替えたが、問題意識の根底を形成しているのはまさに朱膳寺が提起した問題

に応えようとするパッションであった。

　最後に、本論文で残した課題に言及しておく。

　第一に、本論文では、完成した公民館構想の価値に焦点を当てて研究を進めたが、この

構想が日本の地域社会にどのように受けとめられていったか、そしてその際に教育的価値

の実現が可能であったのかなどの問題に迫る具体的かつ詳細な地域研究が必要となる。

　第二に、朱膳寺の提起した「もう一つの次官通牒」が流布した地域においていかなる公

民館創造が行われたのかについて、先の地域研究と比較しながら進める「もう一つの」地

域研究が必要となる。

　第三に、本論文では、日本文公民館構想案の変遷の検討に限定して研究を進めたが、こ

れと対をなす研究として、英文公民館構想案の変遷の検討が必要となる。

　課題はそのほかにも山積している。他日を期したい。
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